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　「地方公務員法」及び「日田市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき、人事行政の運営等の
状況を公表します。下記に掲載していない項目は、市ホームページ（右記二次元コード）に掲載しています。

市の人事行政の運営等の状況

職員の任免及び職員数に関する状況

▶退職と採用の状況
退職者（令和６年４月１日～令和７年３月31日） 採用者（令和６年４月２日～令和７年４月１日） 増減数

（B-A）定年退職 その他 計（A） 令和６年度途中採用者 令和７年４月１日採用者 計（B）
７人 2３人 ３０人 ２人 1９人 21人 -９人

定年引上げに伴い、令和５年４月１日から令和７年３月31日までの間における一般職員の定年は、年齢61年です。

職員の給料・手当の状況

▶人件費の状況（令和６年度普通会計決算）　下記の�表は、人件費・職員給与費が市財政（歳出額）に占める割合を示します。

住民基本台帳人口
（令和７年３月31日）

歳出額
（A）

人件費
（B）

職員給与費
（C）

人件費率
（B/A）

職員給与費率
（C/A）

５９,６６８人 ４０,２８４,７２８千円 5,９４１,３２２千円 3,７０４,２０3千円 14.７％ 9.２％
※人件費（Ｂ）には、特別職、議員、会計年度任用職員等に支給される給料、報酬などを含みます。

▶職員の給与費の状況（令和７年度普通会計当初予算）

職員数（A） 給料 期末・勤勉手当 その他の手当 計（Ｂ） １人当たり給与費（Ｂ/Ａ）
6４０人 2,４８３,５９６千円 1,044,１６５千円 38７,４６９千円 3,９１５,2３０千円 ６,1１８千円

※職員数は、再任用職員、任期付職員、フルタイム会計年度任用職員を含んだ普通会計の職員です（特別職は除く）。

※職員手当には、退職手当及び児童手当は含みません。

▶職員の初任給の状況（令和７年４月１日現在）　　　 ▶経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和７年４月１日現在）

区分 高校卒 大学卒

一般
行政職

初任給 1９５,２00円 2２６,４00円

採用２年経過後
給料額 ２０８,２00円 23５,３00円

区分 10年以上
15年未満

15年以上
20年未満

20年以上
25年未満

一般
行政職

大学卒 2９9,３00円 34５,５00円 37６,１00円
高校卒 2６４,３00円 ３１４,４00円 35８,６00円

区分 報酬月額 期末手当
議長 447,000円 ６月期 1.6２５月分

12月期 1.6２５月分
計 3.2５月分

副議長 393,000円
議員 382,000円

区分 給料月額 期末手当
市長 872,000円 ６月期 1.６０月分

12月期 1.６０月分
計 3.２月分

副市長 710,000円
教育長 602,000円

▶特別職の給与等の状況（令和７年４月１日現在）※期末手当は、加算措置があります。

問総務課給与厚生係☎㉒８３９２（市役所４階）

▶部局別職員数の状況
令和６年度（A） 令和７年度（B） 増減数（B-A）

市長事務部局 50２人 5１８人 １６人
教育委員会事務部局 6３人 ４０人 -２３人
議会事務部局 7人 ７人 0人
選挙管理委員会事務部局 3人 3人 0人
監査委員事務部局 ４人 4人 0人
農業委員会事務部局 ６人 ５人 ‐１人
上下水道局 3２人 3１人 ‐１人
日田玖珠広域消防組合派遣 ２人 2人 0人

計 6１９人 6１０人 -９人
住民基本台帳人口 6０,５４２人 ５９,６６８人
職員１人当たりの市民数 9７人 97人

再任用（フルタイムのみ）及び任期付職員を含み、会計年度任用職員を除いています。

大雨災害に対する支援情報 支援情報はこちら▶

　８月10日㈰からの大雨によって被害に遭われた市民の皆様に、心よりお見舞い申し上げます。市では、一日も早く、市民
の皆様が元の生活と安心して暮らせるまちを取り戻すために、様々な災害支援に取り組んでいます。

【り災証明書の申請手続】

　り災証明書は、各種の被災者支援制度の適用を受けるために必要な書類の一つで、家屋の被害程度について証明するも
のです。申請手続を市役所本庁及び各振興局・振興センターの窓口、郵送等で行っています。

▶受付時間　平日　午前８時30分～午後５時
▶受付場所　税務課資産税係（市役所1階）
　　　　　　各振興局・振興センター
▶必要書類
①窓口受付
　�申請書、被災写真（可能な限り）、本人確認のできるも
の（運転免許証 等）
②郵送受付
　�申請書、被災写真（可能な限り）、本人確認のできるも
ののコピー

※�同一世帯でない人による申請の場合は、委任状が必要
です。
※�現地確認及び証明書の発行は、後日となります。また、
災害に係る証明書は、無料で交付します。
※�補修を行う前に、被害家屋の写真を撮影しておいてくだ
さい（浸水の高さ、破損箇所が分かる写真）。

問税務課資産税係☎㉒８２０６（市役所１階）

【被災証明書の申請手続】

　被災証明書とは、自然災害による被害の事実を証明するものです（被害の程度を証明するものではありません）。証明書の
発行は、原則として、被害を受けた事実に対して、立証、確認できるものについてのみです。

▶対象　
・動産（家財・車）等
・被害の程度の判定を必要としない住家、非住家
▶受付時間　平日　午前８時30分～午後５時
▶受付場所　防災・危機管理課（市役所４階）
　　　　　　各振興局・振興センター
▶必要書類
　�被災証明願、被災状況が確認できる写真、本人確認
のできるもの（運転免許証 等）

※�証明願の確認欄には、被災場所の自治会長の記入と
押印が必要です。
※�本人又は同一世帯でない人による申請の場合は、委任
状が必要です。
※�事前に保険会社等に、「被災証明書」が必要か確認し
た上で申請をお願いします。

問防災・危機管理課防災・危機管理係☎㉒８３６３（市役所４階）

【災害ごみの処理】

　８月10日㈰からの大雨によって被災し、壊れたり、使用できなくなったりした物品等を、清掃センターで無料で受け入れます。
分別をして、清掃センターに持ち込んでください。

▶受入期限　９月30日㈫
▶必要書類　り災証明書又は被災証明書
※�大雨が原因で壊れたり使用不能となったりした物品等
が対象です。災害ごみと一緒に、被災していないごみ
等を搬入してくる事例が見受けられます。このような便
乗ごみ（被災していない又は以前から壊れていた物品
等）の搬入は、災害ごみの処理に支障が生じますので、
絶対に行わないでください。

※�各証明書の受領前に災害ごみの処理を行いたい場合
や受入期限までに災害ごみを持ち込めない場合は、清
掃センターにお問い合わせください。
※�運搬手段のない人は、「家庭ごみ収集日程表」の裏面
の「粗大ごみ」の欄に記載している許可業者にご依頼く
ださい（有料）。

問清掃センター☎㉓０１１１


